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「相模原市ＩＣＴ総合戦略（案）」に関する 
パブリックコメント手続の実施結果について 

 
１ 概要 
近年における情報通信技術の進展や国の政策動向を踏まえ、本市において情報及び情報通信技

術の活用を推進するため、現行の「相模原市ＩＣＴ活用推進計画」の後継の計画として、「相模原

市ＩＣＴ総合戦略（案）」をとりまとめ、この度、市民の皆様等からのご意見を募集いたしました。 
その結果、５人から２６件のご意見をいただきました。 
お寄せいただいたご意見についての意見募集の概要、ご意見の内容及びご意見に対する本市の

考え方を次のとおり公表します。 
なお、いただいたご意見につきましては、計画に基づく今後の取組に活かしてまいります。 

 
２ 意見募集の概要 
 ・募集期間  令和元年１２月 ５日（木）～令和２年１月１４日（火） 
 ・募集方法  直接持参、郵送、ファクス、電子メール 
 ・周知方法  市ホームページ、情報政策課、各行政資料コーナー、各まちづくりセンター（城

山・橋本・本庁地域・大野南まちづくりセンターを除く）、各出張所、各公民館（青

根・沢井公民館を除く）、各図書館、市立公文書館、広報さがみはら 
 
３ 結果 
（１）意見の提出方法 

   
 
 
 
 
 
 
（２）意見に対する本市の考え方の区分 

   ア：計画案等に意見を反映するもの 
   イ：意見の趣旨を踏まえて取組を推進するもの 
   ウ：今後の参考とするもの 
   エ：その他（今回の意見募集の趣旨・範囲と異なる意見など）

意見数 ５人（２６）件 

内 

訳 

直接持参 ０人（０）件 
郵送 ０人（０）件 

ファクス ０人（０）件 
電子メール  ５人（２６）件 
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（３）件数と本市の考え方の区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項 目 件数 
市の考え方の区分 

ア イ ウ エ 

① 前計画の評価と検証 ２  １ １  

② 取組姿勢について ２ １   １ 

③ 
施策と事業の展開につい

て ２  １ １  

④ 
施策１－１ 
利便性を高める行政サー

ビスの推進について 
２  ２   

⑤ 
施策２－１ 
行政事務における電子化

の推進について 
１   １  

⑥ 
施策２－２ 
デジタル・ワークスタイル

への転換について 
１  １   

⑦ 
施策３－１ 
データ利活用の推進につ

いて 
２   ２  

⑧ 
施策３－２ 
魅力的な地域づくりに向

けた情報発信について 
４ ３  １  

➈ 
施策３－３ 
ＩＣＴ教育・人材育成の 
推進ついて 

９  ３ ６  

⑩ 計画の推進について １   １  

合 計 ２６ ４ ８ １３ １ 
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（４） 意見の内容及びご意見に対する本市の考え方 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

① 前計画の評価と検証 
１ 今回の成果指標設定時には、前回の

成果目標を達成できなかった原因を

どのように改善するかを踏まえた、

成果指標を設定する必要があると考

えます。 

 前計画の成果目標を達成できな

かった原因を踏まえた成果指標の

設定が必要であると考えており、本

計画では、この考えに基づき、成果

指標を設定しております。 
 具体的には、現状分析や今後の社

会動向等を見据えた中で、ＩＣＴを

活用した場合の効果予測や業務影

響を確認する等、成果指標の裏付け

となる根拠を重視することを取組

姿勢としており、この姿勢を意識し

た中で、各成果指標を設定しており

ます。 

イ 

２ 今回計画では「自慢したくなるまち

『さがみはら』」の達成に向けて、市

民が自主的に活力を生み出す取組を

具体化する必要があると考えます。

Web・アプリ・ＳＮＳ等のデータを
もとにＡＩを活用した市民ニーズの

分析・予測を行い、市民の声を更に

反映した取組を検討されてはいかが

でしょうか。 

 Ｗｅｂ・アプリ・ＳＮＳ等から市

民の声に繋がるデータを収集し、市

民ニーズの分析・予測に活用するこ

とは、市民の自主的な活力の醸成に

役立つものと考えております。ま

た、市民ニーズを適切に捉えた施策

の展開に向け、ＡＩを活用した市民

の声の分析・予測につきましても、

有効な手法の一つであると考えら

れますので、いただいたご意見につ

きましては、今後の取組の参考とさ

せていただきます。 

ウ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

② 取組姿勢について 
３ これは個人的な印象ですが、P6にも

説明があるので、「根拠」ではなく、

「KPI」などの言葉に変更し、注釈で
説明の方がしっくりくると思いまし

た。 

 ＫＰＩは、事業の取組結果を客観

的に評価するための指標であり、ご

意見のとおり、事業の達成状況を測

る根拠ともなりますが、あくまでも

評価の指標としての意味合いが強

いことから、「指標」を意味する用

語として使用しております。 

 一方、取組姿勢で掲げております

根拠は、ＫＰＩの設定も含め、計画

全般の様々な取組における成果の

裏付けを示す用語として使用して

おります。 

以上の考えから、ＫＰＩと根拠

は、別の表現とさせていただきま

す。 

エ 

４ 関連する方針で多く登場するBPRに
ついても明記しておくと良いかと思

いました。サービスデザイン思考に

基づく業務改革（ＢＰＲ）の推進な

どデジタル・ガバメント推進法案に

も多用されているため。 

 ＢＰＲにつきましては、計画全体

を通して重要な要素として考えて

おります。 

 「第３章－４ 取組姿勢」で、そ

の考え方を明確に示すよう記載を

追加させていただきます。 

ア 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

③ 施策と事業の展開について 
５ ねらいとして業務の継続性を阻害す

るリスクを取り除くとの記載があ

る。予見されるリスクに対しては、 
① リスク発生を未然に防ぐための
防止策の立案（記載有） 
② 実際にリスクが発生した場合の
事前対策の立案 
の両面から検討するべきと考える。 

 業務の継続性を阻害するリスク

につきましては、未然の防止策とリ

スクが発生した場合の事前対策の

両面からアプローチすることが重

要と考えております。 
 実際にリスクが発生した場合の

事前対策の立案につきましては、

「相模原市業務継続計画」で取り組

みを行っており、引き続き両面から

のアプローチに留意し取り組んで

まいります。 

イ 

６ 施策の目標値（KGI）が定量効果もし
くは定性効果のどちらかしか記述さ

れていないが、それぞれの施策の目

標値は、双方存在すると考える。 
【施策２－１での例】 
定量効果：作業時間短縮（記載有） 
定性効果：市民とのコミュニケーシ

ョン時間の確保による、 
満足感の醸成／好感度の向上 
【施策２－２での例】 
定量効果：生産向上による残業時間

の短縮 
定性効果：業務生産性の向上を実感

した職員の割合（（記載有） 

 本計画では、基本理念の実現に向

けた取組姿勢として成果重視を掲

げており、成果の達成状況の評価が

最も重要であると考えていること

から、施策の目標値（ＫＧＩ）につ

いては、全て客観的な定量効果が図

れる目標値（時間、割合、件数等）

を設定しております。 
 また、定性効果につきましては、

施策の目標値としてはあえて設定

しておりませんが、前述の定量効果

を設定する際に、ご意見にあるよう

な定性効果も考慮した中で、検討さ

せていただいております。 

ウ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

④ 施策１－１ 利便性を高める行政サービスの推進について 
７ 利便性を高める行政サービスの推進

においては、マイナンバーカードの

普及・活用も考慮し、政府が推進す

るマイナポータルのぴったりサービ

スを活用することで、各種電子申請

を実現・促進してはいかがでしょう

か。さらに、マイナポータルには住

民へのお知らせ機能・公金決済機能

もあり、これらの併用も検討するこ

とで更なる利便性向上が図ることが

できると考えます。 

 電子申請の促進に向けて、マイナ

ポータルのぴったりサービスは有

効な手段であり、本計画において

も、「施策１－１ 利便性を高める

行政サービスの推進」の施策に紐づ

く事業として、マイナポータルや電

子申請の促進に取り組む予定とな

っております。 
 また、お知らせ機能や公金決済機

能等の他の機能についても、行政サ

ービスの利便性向上に役立つこと

が見込まれることから、効果的な活

用方法について、引き続き検討して

まいります。 

イ 

８ マイナンバーカードの普及・利用促

進等、国・政府の動向に左右される

部分も多々あるが、そのような環境

下においても、積極的に利用者目線

に立ち、各種手続きにおいてこれま

で以上に、市役所に来なくてもいい

市民サービス、紙を書かなくてもい

い市民サービスの実現に向けて取り

組んで頂きたい。その際、現行の紙

とデジタルの二種類の運用が併存す

ることになるが、あくまで利用者目

線に立ち、職員の運用の手間につい

てはＩＣＴを積極的に活用すること

で職員の稼働増にならないような仕

組みを整えて頂きたい。） 

 本計画では、「施策１－１ 利便

性を高める行政サービスの推進」を

施策として掲げており、電子申請の

利用促進等の事業に取り組む予定

となっております。 
 また、ご懸念のとおり、単に利便

性の向上を追求し、職員の稼働増を

招くことがないよう、必要に応じて

業務フローの見直しを行うととも

に、ＩＣＴを積極的に活用すること

で業務の効率化も図ってまいりま

す。 

イ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

⑤ 施策２－１ 行政事務における電子化の推進について 
９ 今後の生産年齢人口の減少やそれに

伴う職員定数の削減等を考慮する

と、単独市のみで様々な改革に取り

組むことに量的・質的限界があるた

め、近隣市や同規模の自治体等と連

携しながら、業務の標準化や効率化

に積極的に取り組んでいくことが求

められると考える。 

 近隣市や同規模の自治体等との

連携による業務の標準化や効率化

は、自治体間で共通する課題の解決

に向け、一定の有効性が見込まれる

ものと考えておりますので、いただ

いたご意見につきましては、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

ウ 

⑥ 施策２－２ デジタル・ワークスタイルへの転換について 
１０ 職員の業務生産性を向上させるため

には、ツールや物理的な環境整備だ

けでなく、現状の庁内事務（業務目

標・プロセス・成果など）を見える

化し、必要なＩＣＴ技術を活用した

改革が必要になると考えます。 
庁内事務の改革については多大な労

力を要するため、まずは調査範囲を

特定業務に絞り、業務ワークフロー

図の作成（業務プロセスの見える化）

を検討されてはいかがでしょうか。 

 デジタル・ワークスタイルへの転

換を進めるにあたり、業務ワークフ

ロー図の作成等の業務プロセスの

見える化は必須と考えております

ので、いただいたご意見を踏まえ、

引き続き各事業に取り組んでまい

ります。 
イ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

⑦ 施策３－１ データ利活用の推進について 
１１ データ利活用について、官民でのデ

ータ流通を促進していくためにはオ

ープンデータ・統計データの提供数

を増やすだけでなく、より民間企業

のニーズに即したデータを提供する

必要があると考えます。「非識別加工

情報」の提供・活用を検討・促進し

てはいかがでしょうか。 

 非識別加工情報の提供・活用につ

いては、データ利活用の促進におい

て有効と考えておりますが、同時に

情報セキュリティ上のリスクも含

んでいることから、いただいたご意

見も参考とさせていただきながら、

最適なデータ利活用の在り方につ

いて引き続き、検討してまいりたい

と考えております。 

ウ 

１２ オープンデータ化が促進されていく
中で、個人の重要情報を保持する自

治体として今より更なるセキュリテ

ィを意識した個人情報の取り扱いが

必要だと考えます。個人のＩＴデー

タを安心して預ける情報銀行の利活

用を検討されてはいかがでしょう

か。 

 情報銀行の利活用については、プ

ライバシー保護に関する問題も含

んでいることから、法整備や制度の

確立等の状況を注視してまいりた

いと考えております。 
ウ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

⑧ 施策３−２ 魅力的な地域づくりに向けた情報発信について 
１３ ともだち× → 友だち ○へ変更  ご意見のとおり、計画案の記載

を、「友だち」に修正させていただ

きます。 
ア 

１４ 30,000件× → 30,000人へ変更  ご意見のとおり、計画案の記載

を、「人」の単位に修正させていた

だきます。 
ア 

１５ 友だち登録30,000人設定の根拠がわ
かるといいです。 

 ご意見のとおり、計画案の記載

を、根拠を含めた記載内容に修正さ

せていただきます。 
ア 

１６ 市民からの理解度を深めLINE公式
アカウントの登録件数を増加させる

ために、教育、行政、警察、医療、

企業など地域が一体となり、子供や

若者を支援するための、ＩＣＴを活

用した情報共有の仕組みを検討され

てはいかがでしょうか。 

 様々な関係者を含め、地域が一体

となって子供や若者の支援に取り

組むことは重要であると考えてお

ります。こうした取組によってＩＣ

Ｔを情報共有の仕組として活用す

ることは、有効な手法の一つである

と考えられますので、いただいたご

意見につきましては、今後の取組の

参考とさせていただきます。 

ウ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

➈ 施策３－３ ＩＣＴ教育・人材育成の推進について 
１７ 今後の情報化社会の中で、単なるＩＣ

Ｔ活用だけでなく、ビッグデータ等の

最新ＩＣＴ動向に追随する能力が要

求されてくると想定します。そのため

には、職員がＩＣＴに関連する企業等

と人事交流することによるＩＣＴ・デ

ータリテラシーの向上を検討されて

はいかがでしょうか。 

 最新のＩＣＴ動向に留意しながら、

状況に応じて適切なＩＣＴの利活用

を選択していくためには、職員のＩＣ

Ｔ・データリテラシーの向上は必須と

考えております。 
 ＩＣＴに関連する企業との人事交

流等は、職員のＩＣＴ能力向上に大き

く寄与するものと考えており、積極的

に機会を設けてまいりたいと考えて

おります。 

イ 

１８ これからの時代、ＩＣＴを所与のもの
として利活用できる職員が求められ

ている。その中でＩＣＴ教育の重要性

は従前より高まっており、ＩＣＴの利

活用に関して職員間の隔たりをなく

すような取組みが必要不可欠になる。

これに関しては、行政部局のみなら

ず、教育委員会や学校現場の教職員に

おいても同様のことが言える。「新時

代の学びを支える先端技術活用推進

方策」に挙げられているような学校現

場でのＩＣＴ機器の活用については、

従来紙でやっていたことを単にデジ

タルに置き換えるのでは意味をなさ

ず、従来紙ではできなかったことをデ

ジタルを活用することによって、新た

な知の発見が生み出されるようなア

プローチを目指すべきである。 

 ＩＣＴに関する人材育成として、教

職員を含む全ての職員がＩＣＴを利

活用して新たな価値を生み出すこと

ができる知識やスキルを身につける

ことは、必要不可欠であると考えてお

ります。 
 本計画では、「施策３－３ ＩＣＴ

教育・人材育成の推進」で具体的な取

組を推進するとともに、学校現場にお

いては、学校の情報化推進検討会にて

検討を進めてまいります。 

イ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

➈ 施策３－３ ＩＣＴ教育・人材育成の推進について 
１９ 防災拠点を増やすために、公民館の利

活用 及び 00000JAPAN※の登録が
必要と考える。他自治体における参考

事例は以下の通りとなる。 
https://www.city.toda.saitama.jp/sos
hiki/154/joho-e-toda-spot.html 
※00000JAPAN（ファイブゼロ・ジャパン） 

災害時に被災者等がインターネットに接続

できるよう通信事業者等が公衆無線LANの

アクセスポイントを無料で開放するサービ

ス。 

 防災拠点におけるＩＣＴの利活用

については、情報セキュリティの安全

性と一体的に取り組む必要がありま

す。 
 防災拠点における０００００ＪＡ

ＰＡＮの利活用につきましても、有効

な手法の一つであると考えられます

ので、いただいたご意見につきまして

は、今後の取組の参考とさせていただ

きます。 

ウ 

２０ 様々なＩＣＴ教育を提供するために、
SINET※の登録やテレビ会議システ
ムが必要と考える。 
※SINET（学術情報ネットワーク） 

日本全国の大学、研究機関等の学術情報基

盤として、国立情報学研究所(NII)が構築、

運用している情報通信ネットワーク。 

 様々なＩＣＴ教育を提供する手法

については、引き続き検討する必要が

あるため、いただいたご意見につきま

しては、ＩＣＴを活用した効果的な教

育環境の在り方を検討する際の参考

とさせていただきます。 

ウ 

２１ 公民館から様々な学習サポートを得
られるようにするために、リモート支

援サービス(テレビ会議システム)が
必要と考える。 

 様々な学習サポートを提供する手

法については、引き続き検討する必要

があるため、いただいたご意見につき

ましては、ＩＣＴを活用した効果的な

学習機会の提供について検討する際

の参考とさせていただきます。 

ウ 

２２ どのような教育プログラムを展開し
ているか把握するために、情報伝達す

る仕組みも検討する必要があると考

える。 

 教育プログラム等の様々な情報を

より多くの市民に伝達することは、情

報コンテンツと同様に重視すべき事

項であり、伝達の仕組みにおいても積

極的にＩＣＴを活用すべきであるも

のと認識しております。 
 本計画では、効果的な情報伝達の仕

組みづくりに向けて、「施策３－２ 

魅力的な地域づくりに向けた情報発

信」を施策として掲げており、施策に

紐づく様々な事業に取り組む予定と

なっております。 

イ 

https://www.city.toda.saitama.jp/sos
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

➈ 施策３－３ ＩＣＴ教育・人材育成の推進について 
２３ 母子家庭や低所得者帯に対して教育

支援を行うために、時間外学習できる

無償のＩＣＴ教育コンテンツの提供

が必要と考える 

 様々な事情を抱えた方々に幅広い

学習機会を提供することは重要であ

ると考えます。 
 時間外学習できる無償のＩＣＴ教

育コンテンツの提供につきましても、

有効な手法の一つであると考えられ

ますので、いただいたご意見につきま

しては、ＩＣＴを活用した効果的な学

習機会の提供の在り方を検討する際

の参考とさせていただきます。 

ウ 

２４ 時間外学習ができるようにするため、
リモートＩＣＴ支援員を確保する必

要があると考える。 

 ＩＣＴを活用した効果的な学習機

会を提供する際に、適切な人材の確保

も重要であると考えております。 
 リモートＩＣＴ支援員の活用につ

きましても、有効な手法の一つである

と考えられますので、いただいたご意

見につきましては、ＩＣＴ教育を担う

人材の確保について検討する際の参

考とさせていただきます。 
 

ウ 

２５ ＩＣＴ教育のフォローアップのため
に、公民館や自宅からＩＣＴ教育コン

テンツを利用できる仕組みも必要と

考える 

 ＩＣＴを活用した効果的な学習機

会を提供する際に、場所を問うことな

く復習や予習に取り組むことができ

ることは、極めて重要であると考えて

おります。 
 いただいたご意見につきましては、

ＩＣＴを活用した効果的な学習機会

の提供について検討する際の参考と

させていただきます。 

ウ 
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通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

⑩ 計画の推進について 
２６ 計画の進行管理の項で、重点事業は

半年ごと、その他の事業は１年ごと

に事業の進捗及び取組実績を実施主

体が自ら評価した上で、必要に応じ

て改善を図るとあるが、少なくとも

重点事業の成果指標は半年ごとに定

性／定量目標を設定すべきと考える

（直近１～２年程度で良い）。 
他の自治体（指定都市レベル）では

ＩＣＴ の進展のスピードが速いた
めに、１～２年でＩＣＴ戦略と数値

目標の見直しを実施していることが

多いためである。 

 ＩＣＴの進展を考慮すると、事業

の成果指標は、半年単位に設定すべ

きものであるとのご意見でありま

すが、本計画においてもＩＣＴの進

展に遅れをとることなく、成果指標

の達成に向けて迅速かつ臨機応変

に対応していく方針です。 
 具体的には、各事業は、計画段階

や導入当初の取組予定や想定に固

執することなく、その時々の状況に

応じて最適な技術や手法に見直す

など、柔軟性に留意して取り組むと

ともに、重点事業については、半年

単位で進捗状況の点検や成果指標

の見直しを行い、成果指標の変更、

次年度の事業の継続や廃止の判断

に繋げてまいります。 
 なお、定性目標につきましては、

施策の目標値としてはあえて設定

しておりませんが、定量効果を設定

する際に、定性効果も考慮した中

で、検討させていただいておりま

す。 

ウ 


